
Ⅴ 障害者虐待防止対策等について 
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障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の概要 

 障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害
者に対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障
害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的とする。 

目 的 

１ ｢障害者｣とは、身体・知的・精神障害その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活・社会生活に相当な制限を
受ける状態にあるものをいう（改正後障害者基本法2条１号）。 

２ ｢障害者虐待｣とは、①養護者による障害者虐待、②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待、③使用者による障害者虐待をいう。 

３ 障害者虐待の類型は、①身体的虐待、②ネグレクト、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待の５つ。 

定 義 

１ 何人も障害者を虐待してはならない旨の規定、障害者の虐待の防止に係る国等の責務規定、障害者虐待の早期発見の努力義務規定を置く。 

２ 障害者虐待防止等に係る具体的スキームを定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 就学する障害者、保育所等に通う障害者及び医療機関を利用する障害者に対する虐待への対応について、その防止等のための措置の実施を学校の長、保
育所等の長及び医療機関の管理者に義務付ける。 

  

虐待防止施策 

養護者による障害者虐待 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 使用者による障害者虐待 

[市町村の責務]相談等、居室確保、連携確保 
[設置者等の責務] 当該施設等における障害者に
対する虐待防止等のための措置を実施 

[事業主の責務] 当該事業所における障害者に対す
る虐待防止等のための措置を実施 

[スキーム] 

 

[スキーム] 
 

[スキーム]  

          
市
町
村 

都
道
府
県 

虐
待
発
見 

虐
待
発
見 

虐
待
発
見 

市
町
村 

１ 市町村・都道府県の部局又は施設に、障害者虐待対応の窓口等となる「市町村障害者虐待防止センター」・「都道府県障害者権利擁護センター」としての機能
を果たさせる。 

２ 政府は、障害者虐待の防止等に関する制度について、この法律の施行後３年を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。 

３ 平成２４年１０月１日から施行する。 

その他 

通報 
①事実確認（立入調査等） 

②措置(一時保護、後見審判請求) 

①監督権限等の適切な行使 

②措置等の公表 

①監督権限等の適
切な行使 

②措置等の公表 

通報 
通報 

通知 

報告 報告 

※ 虐待防止スキームについては、家庭の障害児には児童虐待防止法を、施設入所等障害者には施設等の種類（障害者施設等、児童養護施設等、養介護施設等）に応じてこの
法律、児童福祉法又は高齢者虐待防止法を、家庭の高齢障害者にはこの法律及び高齢者虐待防止法を、それぞれ適用。 

労働局 都道府県 

（平成２３年６月１７日成立、同６月２４日公布） 

市町村 
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（１）全国会議において、都道府県・市町村に施行に向けた準備を依頼（平成２３年９月開催） 

（２）国研修の実施(平成２３年１２月実施。平成２４年度は７月頃を予定。) 
   ○ 都道府県研修の企画運営に携わる者向けに研修を実施 

（３）都道府県・市町村職員向けのマニュアルの作成（平成２４年４月送付）  

（４）平成２４年度障害者虐待状況等の調査 
   ○  自治体の体制整備の状況の調査を実施し、体制整備を推進（平成２４年４月・１０月） 
    ○  自治体に障害者虐待の状況等の調査を実施（平成２４年２月に調査内容案提示） 

 （参考）障害者虐待防止法の施行（平成２４年１０月）に向けた対応 

国における対応 

  
   （１）体制整備に向けた検討等（平成２３年度中） 

   ○ 都道府県センターの設置方法・体制の検討 
   ○ 都道府県労働局等の関係機関との連携のための検討会議の開催 
   ○ 市町村に対して施行に向けた準備を進めるよう働きかけ 

 （２）都道府県研修の実施（平成２４年１月頃～） 
   ○ 国研修を受け、市町村職員、相談支援事業者、サービス事業者向けに研修を実施 

 （３）体制整備に向けた具体的な準備（平成２４年９月まで） 
   ○ 都道府県センターについて、市町村や障害福祉サービス事業者等へ明示 
   ○ 都道府県労働局等の関係機関との連携会議の開催 
   ○ 市町村の準備状況に対する助言 
   ○ サービス事業者への指導 
   ○ 業務マニュアル・指針等の策定 

都道府県における対応 
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（１）体制整備に向けた検討（平成２３年度中） 
    ○ 市町村センターの設置方法・体制等の検討 
   ○ 地域の関係機関との連携のための検討会議の開催 

（２）都道府県研修の受講（平成２４年１月頃～） 

（３）体制整備に向けた具体的な準備（平成２４年９月まで） 
   ○ 市町村センターについて、地域住民、地域の関係機関等へ明示 
   ○ 地域の関係機関との連携会議の開催 
   ○ 業務マニュアル・指針等の策定 

市町村における対応 
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○障害者虐待防止対策支援事業費  ４０３，２６０千円 → ４２０，８３８千円（＋１７，５７８千円） 
 

１ 事業目的 
障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行うため、地域における関係機関等の協力体制の整備や

支援体制の強化を図る。 
 

２ 事業内容 
 （１）に示した体制を整備するとともに、（２）から（５）までの事業について、地域の実情を踏まえ、実施する。 

  （１）連携協力体制整備事業 
  地域における関係機関等の協力体制の整備・充実を図る。  

  （２）家庭訪問等個別支援事業 
  過去に虐待のあった障害者の家庭等に対する訪問、２４時間･３６５日の相談窓口の体制整備、虐待が発生した場合の一時保護
のための居室の確保等、虐待を受けた障害者等に対するカウンセリング、その他地域の実情に応じた事業を実施する。 

  （３）障害者虐待防止・権利擁護研修事業 
   障害福祉サービス事業所等の従事者や管理者、相談窓口職員に対する障害者虐待防止に関する研修を実施する。 

  （４）専門性強化事業 
   医師や弁護士等による医学的・法的な専門的助言を得る体制を確保するとともに、有識者から構成されるチームを設置し、虐待 
事例の分析等を行う。 

  （５）普及啓発事業 
   障害者虐待防止法における障害者虐待の通報義務等の広報その他の啓発活動を実施する。 
 

  ３ 実施主体   都道府県又は市町村（社会福祉法人又はNPO法人等に委託可）   
              ※ （３）及び（４）のうち虐待事例の分析等は都道府県のみ 
 

  ４ 補  助  率   （１）・（２）・（４）   国１／２・都道府県１／２ 又は 国１／２・市町村（直接補助）１／２ 
              （３）・（５）      定額 
 

○障害者虐待防止・権利擁護事業費  ３，４５０千円  →  ４，００４千円（＋５５４千円） 

１ 事業内容 

国において、障害者の虐待防止や権利擁護に関して各都道府県で指導的役割を担う者を養成するための研修を実施。 

２ 実施主体   国 

平成２４年度予算における障害者虐待防止対策等について 

新 
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Ⅵ  障害者の就労支援について 
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◇ 工賃倍増５か年計画（Ｈ１９～Ｈ２３）では、都道府県
レベルでの計画作成・関係機関や商工団体等の関
係者との連携体制の確立等に力点を置き、工賃向上
への取組みが推進されてきたが、個々の事業所のレ
ベルでは、必ずしも全ての事業所で計画の作成がな
されておらず、また、この間の景気の低迷等の影響も
手伝って、十分な工賃向上となり得ていない。 

◇ 市町村レベル・地域レベルでの関係者の理解や協
力関係の確立なども十分とは言えない。 

【計画 期間】 ３か年（平成２４～２６年度） 

【対象事業所】 就労継続支援Ｂ型事業所（都道府県の判断で生産活動を行う生活介護事業所を対象とすることも可） 

① 工賃倍増５か年計画同様、都道府県、事業所において工賃向上計画を作成する。 

  これまでの計画では個々の事業所の計画作成は自主的な取組みとされていたが、新たな計画では、特別な事情がない限り
個々の事業所における工賃向上計画を作成することとし、事業所責任者の意識向上、積極的な取組みを促すこととする。 

  また、都道府県の計画では、官公需による発注促進についても目標値を掲げて取り組むこと推奨する。 

② 報告する工賃は、これまでの月額に加え時間額も対象とし、目標とする工賃については月額または時間額により算出す
る方法のどちらかを事業所が選択する。 

③ 工賃向上の目標値については、従来のような一律の目標値（倍増）を設定するのではなく、個々の事業所の実情を考慮
しつつも一定以上の工賃向上（例えば時間額が最低賃金の1/4程度の場合に最賃の1/3程度）を目指すことを前提に、個々の事業
所において設定（法人において意思決定）した目標値の積み上げを、全体の工賃向上の目標値とする。 

  このため、２４年度当初に工賃目標の設定状況等の調査をお願いすることになるので、ご協力をお願いしたい。 

④ 工賃の状況把握（報告）にあたっては、計画当初（平成２４年４月時点）に工賃向上計画を作成した事業所の状況比較
を基本とし、平成２４年４月以降に工賃向上計画を作成した事業所とそれぞれ別に状況比較することとする。 

⑤ 地域で障害者を支える仕組みを構築することが重要であることから、市町村においても工賃向上への事業所の取組みを
積極的に支援していただくよう協力を依頼する。 

  ・市町村における取組みの例：市町村の広報誌や商工団体への協力依頼による企業からの仕事の発注促進、官公需の発注促進 など 

 新たな工賃向上計画の主なポイント    

「工賃倍増５か年計画」と新たな「工賃向上計画」について 

 

◇ 平成２４年度からの新たな計画では、これまでの計画の評価・検証を踏まえ、より
工賃向上に資する取組みを、目標設定により計画的に進める。 

◇ 新たな計画では、都道府県主体の取組みから、都道府県と事業所が共同して取組む
ことを重視し、新体系への移行が完了することにより事業の目的が明確になる中で、
個々の事業所において「工賃向上計画」を作成することを原則とする。 

◇ 特に今後は、作業の質を高め、発注元企業の信頼の獲得により安定的な作業の
確保、ひいては安定的・継続的な運営に資するような取組みが重要であることから、
具体的には、経営力育成・強化や専門家（例：農業の専門家等）による技術指導や
経営指導による技術の向上、共同化の推進のための支援の強化・促進を図る。 

新たな工賃向上計画による今後の取組み 工賃倍増５か年計画の課題 
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18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

予 

算 － 5億円 15億円 16億円 8億円 5億円 4億円 

国 

工賃水準ステッ
プアップ事業実
施 

  
授産施設に経
営コンサルタ
ントを派遣し、
経営改善を図
るモデル事業 

工賃倍増計画
の各地域への
事例を基に、他
域 へ の ノ ウ ハ
ウを提供 

先進事例の収
集を図り、広く
公表する等の
情報提供を実
施 

各都道府県の
工賃実態等の
把握 

①工賃引き上げの一環と
して事業の見直し等を
行う事業所が多数所在
する都道府県に対する
後押し支援 

②福祉施設の受注確保
に向けた取組強化 

①工賃引き上げの一環と
して事業の見直し等を
行う事業所が多数所在
する都道府県に対する
後押し支援 

②福祉施設の受注確保
に向けた取組強化 

都
道
府
県 

 

 

地域の企業グ
ループや労働
行 政 と ネ ッ ト
ワークを構築し、
当該ネットワー
クが中心となり
工賃倍増計画
を策定 

①コンサルタン
トによる施設
経営支援 

②事業所職員
職場実習コー
ディネーター
配 置 及 び 受
入 企 業 の 開
拓 

③説明会等の
実施による施
設 職 員 等 の
意識改革 

④障害者就労
に理解を示す
企業のPR 

 利 用 者 の一
般就労に向け
た職業能力向
上のための職
業 指 導 員 等 
の研修を実施 
（新規） 

基
本
事
業
（１
／
２
） 

①コンサルタントに
よる施設経営支援 

②生産活動への企
業的手法への導
入のための職員
研修等 

基
本
事
業
（１
／
２
） 

①コンサルタントに
よる施設経営支援 

②生産活動への企
業的手法への導
入のための職員
研修等 

特
別
事
業
（10
／
10
） 

①福祉施設の受注
確保に向けた取組
の一環として、「共
同受注窓口組織」
整備事業を実施 

 （実績：６道府県） 

②未着手事業所に
対する意識啓発、
工賃向上計画骨
子作成研修実施 

特
別
事
業
（10
／
10
） 

①福祉施設の受注 

確保に向けた取組
の一環として、「共
同受注窓口組織」
整備事業を実施 

  （実績：７道府県） 

②未着手事業所に
対する意識啓発、
工賃向上計画骨
子作成研修実施 

円卓 会議等
の場を活用し、
障 害 者 に 対
する企業から
の仕 事の発
注を奨励する
仕 組 み を 紹
介するととも
に、工賃倍増
計 画 の内容
における助言
を行う 

実施結果を
検 証 し 、 19

年度事業に
反映 

工賃倍増５か年計画（19年度～23年度） 

行政刷新会議の指
摘を受け事業内容を
見直し 

工賃向上計画については、各都道府県のこれま
での取組の検証を踏まえた見直しを行った上で、
経営改善や商品開発、市場開拓など、工賃引き
上げに資する就労継続支援Ｂ型事業所等に対す
る安定的な仕事の確保に向けた取組を支援する 

１ 基本事業（補助率 １／２） 

 ① 経営力育成・強化 
   工賃向上計画の策定及び管理者の意識

向上を図る 【新たに追加】 

 ② 技術向上 
   専門家（例：農業等）による技術指導や

経営指導のアドバイス等を行う【新たに追加】 

 ③ 経営コンサルタント派遣による、個別
事業所の工賃引き上げの推進 【継続】 

 ④ 事業所職員の人材育成に関する経費 
【継続】 

  ・ 事業所職員の人材育成（スキルアップ、
経営ノウハウの向上）のための研修 

  ・ インターネットを活用した情報提供
（研修用資料、データ）に関する経費 

２ 特別事業（補助率 １０／１０） 

 ① 共同化推進 
   共同受注窓口を継続できる体制の確立

を図る 【継続・拡大】 

 ② 工賃引き上げに積極的な事業所による
好事例の紹介、説明会の実施 【継続】 

 ③ 事業者の経営意識の向上（未着手事業所
への説明会） 【継続】 

工賃向上計画（２４～２６年度） モデル実施 
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10,905人/年 

特別支援学校 
卒業生16,854人/年 （平成23年3月卒） 

4,096人/年 

 障害福祉サービス（就労系）  

927人/年 

一般就労への
移行の現状 

就職 

雇用者数 

４４８，０００人 

 

地域 

生活 

企 業 等 

ハローワークからの
紹介就職件数 

５２，９３１人 

（平成２０年度） 

（平成２２年度） 

① 特別支援学校から一般企業への就職が約２４.３％  障害福祉サービスが約６４.７％   

② 障害福祉サービスから一般企業への就職が年間１％～２％ → （就労移行：１６.４％） 

・就労移行支援 約 １．６万人 

・就労継続支援Ａ型､福祉工場 約 ０．９万人 

・就労継続支援Ｂ型､旧法授産施設 約１２．７万人 

                           （平成２２年１０月） 

               

小規模作業所 約１．４万人（平成２３年４月） 

地域活動支援センター    

就労系障害福祉サービス 

から一般就労への移行 
 

1,288人/ H15 1.0 
 

2,460人/ H18 1.9倍 
 

3,293人/ H21 2.6倍 
 

4,403人/ H22 3.4倍 

就職 

就労支援施策の対象となる障害者数／地域の流れ 

障害者総数約７４４万人中、１８歳～６４歳の方、約３６５万人 
（内訳：身１３４万人、知３４万人、精１９７万人）      

53 



54 



55 

就労移行支援事業による一般就労への移行率別の施設数の推移 
厚生労働省障害福祉課調べ 



2,476

3,943

6,409

8,451

1,338 1,389 1,415 1,402 1,345 1,345 1,339 1,366 1,388 1,324 1,295 1,300 1,312 1,320

947

650

370

292

400 486 571 639 704 850 1,080 1,124 1,228 1,383 1,501 1,617 1,693 1,800

894

596

480

332

9 60 137 148
158 211 256 289 358 404 391 411

296

220

171

42

0

5,000

10,000

15,000

20,000

Ｈ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

就労継続支援Ａ型・旧福祉工場の利用者数の推移

精神福祉工場

知的福祉工場

身体福祉工場

Ａ型

（利用者数：人）

出典：社会福祉施設等調査（各年１０月１日現在）
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22,657

36,620

62,590

78,469

14,966 15,632 16,029 16,333 16,731 17,257 17,678 17,929 18,453 19,259 20,882 21,966 22,909 23,159

18,588

14,637
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33,019

35,299
37,533

39,536
42,148

44,754
47,531

50,874
55,608

61,765

67,264
71,498

76,885

68,448

58,639

44,469

35,880

991
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16,419

17,495

13,117 10,138
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4,823
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50,000

100,000

Ｈ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

就労継続支援Ｂ型・旧授産施設の利用者数の推移

精神授産施設

知的授産施設

身体授産施設

Ｂ型

（利用者数：人）

出典：社会福祉施設等調査（各年１０月１日現在）
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① 就労経験がある者であって、年齢や体力の面で一般企業に雇用されることが困難となった者 

② 就労移行支援事業を利用（暫定支給決定における利用を含む）した結果、本事業の利用が適当と判断さ

れた者 

③ ①、②に該当しない者であって、５０歳に達している者、又は障害基礎年金１級受給者 

④ ①、②、③に該当しない者であって、地域に一般就労や就労継続支援Ａ型事業所による雇用の場が乏し

いことや、就労移行支援事業者が少なく、一般就労へ移行することが困難と市町村が判断した地域における

本事業の利用希望者 （平成２３年度末までの経過措置） 

現行の取扱い(対象者) 

○ 昨年実施したアンケートで就労移行支援事業によるアセスメントの体制が未だ十分ではないことが明らか

となったこと等を踏まえ、上記④の経過措置を１年間延長（平成２４年度末まで） 

○ 平成２５年度以降の方向性については、来年度実施する障害者就業・生活支援センター事業におけるモ

デル事業の実施状況や「地域の就労支援の在り方に関する研究会」における議論等を踏まえ、さらに検討 

○ 就労移行支援事業によるアセスメントを経たうえで就労継続支援Ｂ型の利用を認めるという方向性を変更す

ることは考えていない 

 

平成２４年４月以降の取扱い 
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障害者就業・生活支援センター事業の拡充 
・ 就職を希望している障害のある人、あるいは在職中の障害のある人を対象に、ハローワークや地域障害者 
  職業センター、福祉事務所や障害福祉サービス事業者等の関係機関と連携して様々な支援制度を活用し 
  つつ、就職に当たっての支援や仕事を続けていくための支援を、日常生活面も含めて行う。 
 
 ・ 設置・運営・・・全国で３００箇所 （平成２３年４月１日現在） 
 ・ 支援対象障害者（登録者）数・・・６１，９８１人 （平成２１年度末時点） 
 ・ 相談・支援件数 （障害者：平成２１年度）・・・９１５，７３２回 （延べ回数） 
 ・ 相談・支援件数 （事業主：平成２１年度）・・・１６５，８９８回 （延べ回数） 
 ・ 就職件数・・・７，９６１件  （平成２１年度） 
 ・ 職場定着率・・・７７．７％ （就職後６ヶ月経過時点）                 ※ 前年度実績の取りまとめは 例年９～１０月頃 

自立・安定した職業生活の実現 

障害のある方 

相談 

地域障害者 

職業センター 

専門的支援 

の依頼 

生活支援 
（生活支援担当者１～２名） 

就業支援 
（就業支援担当者2名） 

ハローワーク 

事業主 

職場適応支援 

求職活動支援 

障害福祉サービス
事業者等 

特別支援学校 
連携 

保健所 

保健サービスの 

利用調整 

福祉事務所 
福祉サービスの 

利用調整 

医療機関 

医療面の相談 

就労移行支援事業 
対象者の 

送り出し 

就職後の継続支援 

○ 関係機関と 

の連絡調整 

○ 日常生活・ 

地域生活に関 

する助言 

○ 就業に関す 

る相談支援 

○ 障害特性を踏 

まえた雇用管理 

に関する助言 

○ 関係機関と 

の連絡調整 

一 

体 

的 

な 

支 

援 

技術的支援 
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障害者就業･生活支援センター設置数の推移 

90 か所 

110 か所 

135 か所 

206 か所 

247 か所 

272 か所 

322 か所 327 か所 

0 

100 

200 

300 

400 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

( 予定 ) 
H24 

(  予算 ) 

( 予定 ) ( 予算 ) 
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「障害者就業・生活支援センター」におけるモデル事業について 

モデル事業の必要性 
○ 現行制度の基本的な考え方 

   就労を希望する者には、できる限り一般就労していただけるよう支援を行う。 

↓ 
特別支援学校卒業者等の就労系サービスの利用にあたっては、まずは就労移行支援を利用（アセスメント

のための利用であり、短期間の暫定支給決定で可）し、一般就労が可能かどうか見極めていただいたうえで、
それが困難であると認められる場合に、就労継続支援Ｂ型を利用することを原則としている。 

また、特別支援学校の在学中に暫定支給決定を行い、卒業と同時にＢ型が利用できるよう推奨してきている。 

○ 就労移行支援事業の体制整備の状況 

  一方で、就労移行支援事業者が無く、アセスメントのできない地域も多く存在。 
    （平成２３年７月に行った調査では、就労移行支援事業によるアセスメントが困難な市町村が６２．６％ (1,092市町村/ 1,744市町村)） 

○ 相談支援の強化・充実との関係 

  相談支援事業所が行うサービス利用計画の作成（就労系）にあたり、アセスメントや評価が必要 

○ 障害者就業・生活支援センターにおけるアセスメントの可能性の検証 
障害者就業・支援センターは、障害福祉圏域に設置が整いつつある状況。（就労移行支援の無い地域でも機能する可能性） 

↓ 

障害者就業・生活支援センターによる就労系サービスの利用に関するアセスメント及びその後の相談
支援事業者との協議等にかかる課題を検討・整理するためモデル事業を実施する。 

  【全国で１０か所：補正予算（都道府県）による年度途中からの実施も可】 
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モデル事業の実施にあたっての留意事項 

① 支援対象者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 支援方法（アセスメントの実施とアセスメントツール） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 評価を行うための提携事業所の確保 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 支援期間 
 
 
 
 
 

⑤ 支援結果の記録と報告 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑥ アセスメント担当職員の配置 
 
 
 
 
 

⑦ 相談支援事業所との連携 
 
 
 
 
 
 

モデル事業の対象者については、就労系福祉サービス事業の利用を希望する特別支援学校等の在校生や精神科病院
の退院予定者等など、企業就労の経験がない者及び長期間企業就労をしていない者とする。 

支援対象者を把握するため、家族や関係機関（特に、職業評価を行う地域障害者職業センター）との連携を図るとともに、
情報交換を行い、相談や実習場面への訪問等を実施し、就労系事業に関するアセスメントを行う。アセスメントについては、
就労移行のためのチェックリスト等の活用の他、独自のアセスメントツールも使用し、より適切な評価に努める。 
なお、原則として就労系サービスの利用にあたってのアセスメントは、就労移行支援事業所が行うことを基本とすることから、
適切に就労移行支援事業者によるアセスメントが機能している地域以外を想定して実施するものとする。  

地域に就労移行支援事業所やＡ型事業所が無いなど、評価を行う体制が整っていない場合も考えられることから、必要
に応じて評価実施の提携場所として、複数の企業や事業所（同一法人内を含む）を確保する必要がある。 

アセスメント実施期間については、暫定支給決定期間と同様に、３日～２ヶ月の範囲以内で実施。 

相談支援事業者が行うサービス等利用計画の作成に資するアセスメント結果の提出・協議については、適切な就労系サービスの
利用のために行うものであり、アセスメント結果の適切な提供と説明のうえで協議を行い、かかる課題を検討・整理するものとする。 
また、障害者就業・生活支援センターの支援により就職した者のフォローアップ（定着支援）にかかる相談支援事業者との
連携・役割分担についても、課題の検討・整理を行うものとする。 

本事業の実施にあたっては、アセスメントを担当する職員１名をセンターに配置する。 

支援結果については、適宜・適切に記録するとともに、モデル事業の結果として厚生労働省に報告し、制度化の際の参考
として全国に周知することも前提に、分かり易い記録・報告に努める。 
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モデル事業におけるサービス等利用計画策定までの流れ 

現行の流れ 
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モデル事業におけるサービス等利用計画策定までの流れ 
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その他生活全般の支援や調整 その他生活全般の支援や調整 
63 



「地域の就労支援の在り方に関する研究会」について 

１．趣旨 
近年、障害者雇用者数は着実に進展している一方、雇用率は未だ法定雇用率（1.8％）に届いておらず、特に、中小企業

の取り組みが遅れていることから、中小企業に対する地域の就労支援機関による支援の強化、充実が求められている。 
また、福祉施設などから一般雇用への移行についても、今後ともその取り組みを一層加速させる必要があり、地域における

福祉施設等や教育機関、労働関係機関が連携した支援体制の整備が求められている。 
さらに、「重点施策実施５か年計画」（平成19年12月25日障害者施策推進本部決定）においては、地域の就労支援機関

について各種の施策目標を設定し、その達成に努めてきたところであるが、平成24年度末に当該計画の終期を迎えること
から、これらの進捗状況や上記の課題も踏まえつつ、地域の就労支援機関のそれぞれの役割や連携の在り方などについて、
今後、障害者の雇用・就労を一層促進する観点から検討を行う。 

２．主な検討事項 
⑴ 重点施策実施５か年計画の進捗状況等について 
⑵ 地域の就労支援機関の今後の役割と連携等の在り方について 
⑶ その他 

３．参集者（五十音順、敬称略） 

小川  浩  大妻女子大学人間関係学部人間福祉学科教授 菊池 恵美子 帝京平成大学健康メディカル学部作業療法学科教授 
栗原 敏郎 株式会社大協製作所代表取締役社長 近藤 正臣 全国社会就労センター協議会会長 
崎濱 秀政 ＮＰＯ法人全国就業支援ネットワーク代表理事 長野 敏宏 ＮＰＯ法人ハートinハートなんぐん市場理事 
西村 浩二 広島県発達障害者支援センター長 土師 修司 ＮＰＯ法人障害者雇用部会理事長 
原  智彦 東京都立青峰学園進路指導･生活指導担当主幹教諭 前川 光三 株式会社かんでんエルハート代表取締役 

○ 松爲 信雄 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授 望月 春樹 (独)高齢･障害･求職者雇用支援機構 
注）○＝座長      職業リハビリテーション部指導課長 

４．進め方（案） 
○ 平成23年11月 現状等、今後の進め方、フリーディスカッション 
○ 平成23年12月～平成24年2月 関係者からのヒアリング、意見交換 
○ 平成24年3月～5月 論点整理 
○ 平成24年6月～7月  取りまとめ 

事務局：職業安定局障害者雇用対策課 
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５．その他（附則第１条～附則第３条） 

基本方針の策定・公表（厚生労働大臣） 

調達方針の策定・公表（各省各庁の長等） 

調達方針に即した調達の実施 

調達実績の取りまとめ・公表等 

調達方針の策定・公表 

調達方針に即した調達の実施 

調達実績の取りまとめ・公表 

優先的に障害者就労施設等から物品等を調達するよう努める責務 障害者就労施設等の受注機会の増大を図るための措置を講ずるよう努める責務 

 障害者就労施設等は、単独で又は相互に連携して若しくは共同して、購入者等に対し、その物品等に関する情報を提供するよう努めるとともに、当
該物品等の質の向上及び供給の円滑化に努めるものとする。 

（１）施行期日 

  この法律は、平成２５年４月１日から施行する。 

（２）検 討 
  政府は、以下の事項について、３年以内に検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
 ① 障害者就労施設等の物品等の質の確保等に関する支援及び情報提供の在り方 
 ② 入札者が法定雇用率を満たしていること、障害者就労施設等から相当程度の物品等を調達していること等を評価して公契約の落札者を決定する方式の導入 

（３）税制上の措置 
   国は、租税特別措置法で定めるところにより、障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進を図るために必要な措置を講ずるものとする。 

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律案の概要 

① 国及び独立行政法人等は、公契約について、競争参加資格を定めるに当たって法定雇用率を満たしていること又は障害者就労施設等から相当程度
の物品等を調達していることに配慮する等障害者の就業を促進するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

② 地方公共団体及び地方独立行政法人は、①による国及び独立行政法人等の措置に準じて必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
 

＜国・独立行政法人等＞                                  ＜地方公共団体・地方独立行政法人＞ 

２．国等の責務及び調達の推進（第３条～第９条） 

４．障害者就労施設等の供給する物品等に関する情報の提供（第 11 条） 

３．公契約における障害者の就業を促進するための措置等（第 10 条） 

１．目的（第１条） 

 障害者就労施設、在宅就業障害者及び在宅就業支援団体（以下「障害者就労施設等」という。）の受注の機会を確保するために
必要な事項等を定めることにより、障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進等を図り、もって障害者就労施設で就労
する障害者、在宅就業障害者等の自立の促進に資する。 



  Ⅶ 平成２４年度予算及び障害福祉 
   サービス等の報酬改定について   
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■ 障害保健福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児・者支援の推進 
                            １兆２，７５６億円（＋１，２１３億円） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                        

 

■ 発達障害者等支援施策の推進               ８．７億円（＋０．９億円） 
      ◇発達障害の早期支援等                         ２．７億円（＋ １．１億円） 等 
 

■ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進   ２７３億円（＋ ２８億円） 
     ◇精神科救急医療体制の整備                                             ２０億円（＋   ２億円） 等 
 

■ 復興特別会計の主な施策【復旧・復興枠】               ７５億円     

平成２４年度障害保健福祉関係予算の概要 

  （２３年度予算額）    （２４年度予算）                        （うち復旧・復興枠）    ７５億円                      

  １兆１，８１５億円     １兆３，０４５億円（対前年度＋１，２３０億円、＋１０．４％）   （別途一括交付化）  １１．３億円  

【 主 な 施 策 】 

    ◇良質な障害福祉サービス等の確保（一部新規）         ７，４３４億円（＋１，０９２億円） 
 
 
 
 
     
        

     
       ◇障害者への良質かつ適切な医療の提供             ２，０５７億円（＋ ６６億円） 
 

    ◇地域生活支援事業の着実な実施【一部重点化】           ４５０億円（＋  ５億円） 
 

    ◇障害福祉サービス提供体制の整備【一部重点化】【一部復旧・復興】 １１７億円（＋  ９億円） 
 

    ◇障害者虐待防止等に関する総合的な施策の推進（一部新規）     ４．２億円（＋０．１億円） 
 

    ◇障害者スポーツに対する総合的な取組（一部新規）         ８．５億円（＋３．４億円） 
 

    ◇重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業（新規）       ２２億円（＋ ２２億円）等 
 

  平成22年12月10日に公布された障害者自立支援法・児童福祉法等の一部改正法について、平成24年4月
の施行に適切に対応するとともに、平成23年8月に提出された総合福祉部会の骨格提言を踏まえた支援策
を推進する。 
 
  平成24年4月に＋２．０％の障害福祉サービス費用（報酬）の改定を行い、福祉・介護職員の処遇改善、
通所サービス等の送迎を含む障害者の地域生活の支援、障害福祉サービスの質の向上を推進する。 

（対前年度増▲減額） 

67 



 
 
 
 
  
 □ 新体系定着支援事業［５０億円］ 
  ・新体系移行後の事業運営を安定化させることにより、新体系移行後のソフトランディングを支援する事業。   
 □ 障害者自立支援基盤整備事業［３７億円］ 
  ・既存施設等が新体系に移行した場合等に必要となる就労支援事業所等の設備整備、備品購入等の経費に対し助成し、障害福祉 
          サービスの基盤整備を図る事業。   
 □ 障害者自立支援法等改正施行円滑化特別支援事業［１０億円］ 
  ・障害者自立支援法等の改正に伴って必要となる自治体のシステム等の開発・改修事業。  
 □ 相談支援体制の充実・強化事業、その他［１８億円］ 
  ・ 相談支援体制充実の強化事業（相談支援事業所の立ち上げ等の設備整備や訪問による地域の障害者に対する支援など）地域 
            移行の推進に資する事業（障害者を地域で支える体制づくりモデル事業など）    
 
 
 
 
 

障害者自立支援対策臨時特例交付金による基金事業について 
（平成２３年度第４次補正予算） 

  
 □ 新体系移行後のソフトランディング 
   平成２４年度から新体系移行が完全実施されることに伴い、新体系移行後に減収となった障害福祉サービス 
   事業所に対し事業運営の安定化を図り、新体系移行後のサービスの基盤整備を行う。 
  
 □ 障害者自立支援法及び児童福祉法の一部改正の円滑施行等  
   法改正に伴い必要となる自治体のシステムの改修等、相談支援事業所の立ち上げに必要な設備整備等を行う。            
     

 
 
 
 

 
 □ 今年度まで基金事業として実施している「福祉・介護人材の処遇改善事業」、「通所サービス等利用促進 

      事業」、「重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業」については、報酬への組み込みなどにより、 

      事業の継続的な実施を確保する。 
  
 ※ 東日本大震災の被災地支援については、既に第3次補正予算で被災地障害福祉サービス基盤整備事業等で 

      15億円を被災３県（岩手県、宮城県、福島県）に積み増しし、期間を平成24年度末までとした。 

 
 

【趣 旨】 

【事業内容】 

【備 考】 

《積み増し額：115億円、 延長期間：平成24年度末までの１年間》 

68 



【地域自主戦略交付金（内閣府に計上：１１．３億円）】 

これまで社会福祉施設等施設整備費補助金の整備対象としてきた大規模修繕等及び保護施設等の整備については、平成２４年

度から地域自主戦略交付金（一括交付金）により対応する。 

※ 大規模修繕等：既存施設の一部改修や介護用リフト等の建物に固定して一体的に整備する工事。 

【復興事業（仮称）特別会計 復旧・復興枠：４５億円】 

災害時に、障害福祉サービス事業所や障害児施設等に障害児・者の緊急受入が可能となる設備等を備えた防災拠点等の整備

を推進するとともに、障害福祉サービス事業所（通所）の耐震化を図る。 

【要望枠（「日本再生重点化措置」）：２２億円】 

基幹相談支援センターの設置を促進するとともに、児童発達支援センターの地域支援機能の強化や障害児入所施設の小規模グ

ループによる療育など障害児支援の充実を図るための整備を推進する。 

【要求枠：３９億円】 

障害児・者の地域移行・地域定着支援や就労支援の充実を図るため、生活介護や就労継続支援等の「日中活動の場」の基盤整

備を推進するとともに、グループホーム等の「住まいの場」の整備を推進する。 

平成２４年度予算における社会福祉施設整備費の概要 

平成２３年度予算       平成２４年度予算 
１０，８００，０００千円  →  １１，７３３，８００千円 
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 災害時の障害福祉サービス提供体制の整備 
○ 災害時に、障害福祉サービス事業所や障害児施設等に障害児・者の緊急受け入れができる設備等を備えた防災拠 

 点の整備や震災に備えた通所施設の耐震化整備を促進。 

 
 
  
 
  

 

 

 

  
防災拠点スペース等の整備 【14.８億円】  

－災害時における障害児・者の避難所の確保－（施設整備）【13.2億円】 

 
 
 
 ○ 施設の老朽化が進んでいる中、これまで対象となっていなかった通所施設についても早急に耐震化整備を推進。 
 
  ２４年度整備ヵ所数：140ヵ所 

－震災に備えた通所施設の耐震化整備の促進－ 

復旧・復興枠要望 ４５億円 

○ 災害時における障害児・者は、体育館等を活用して設置される通常の避難所では生活スペースを確保することや、 
 福祉サービスの提供を受けることが極めて困難となるため、受け入れ可能なスペースを整備。 
  
  ２４年度整備ヵ所：74ヵ所 

（※主な整備内容） 
 ・防寒具、毛布、簡易トイレ ・可搬式発電機 ・汚水貯留槽 ・避難用仮設テント ・パーテーション 等 

  
耐 震 化 整 備 【3０.２億円】 

－障害児・者に配慮した避難所設備の整備－（設備整備）【1.６億円】 

○ 災害時において、特に発達障害者については、環境の変化への適応が困難であること、また、周囲の様子に想像 

 以上に敏感又は鈍感であるなどの特性があるため、障害特性に応じた備品等を整備。 
  
  4,260千円（※）× 74ヵ所       
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１．目的 

障害福祉サービス等に係る報酬について、平成２４年度改定に向けて、客観性・透明性の向上
を図りつつ検討を行うため、厚生労働省内に「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」（以下
「検討チーム」という。）を開催し、アドバイザーとして有識者の参画を求めて、公開の場で検討を行
うこととする。 

２．構成員 

（１）本検討チームは、津田厚生労働大臣政務官を主査、障害保健福祉部長を副主査とし、その他
の構成員は別紙のとおりとする。 

（２）本検討チームに、アドバイザーとして４名の別紙の有識者の参画を求める。 

（３）主査が必要があると認めるときは、本検討チームにおいて、関係者から意見を聴くことができる。 

３．検討スケジュール 

障害福祉サービス等経営実態調査等の結果の分析・評価を踏まえ、障害福祉サービス等の報
酬に係る改定事項等について検討を行い、平成２４年１月を目途に、検討結果をとりまとめること
とする。 

４．検討チームの運営 

（１）検討チームの庶務は、障害保健福祉部障害福祉課が行う。 

（２）検討チームの議事は公開とする。 

（３）前各号に定めるもののほか、検討チームの運営に関する事項その他必要な事項については、
検討チームが定める。 

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム 
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障害福祉サービス等報酬改定検討チーム 構成員等 

津田厚生労働大臣政務官 

主査 

障害保健福祉部長 

副主査 

企画課長 

障害福祉課長 

精神・障害保健課長 

障害福祉課地域移行・障害児支援室長 

構成員 

茨木 尚子 明治学院大学教授 

駒村 康平 慶応義塾大学教授 

野沢 和弘 毎日新聞論説委員 

平野 方紹 日本社会事業大学准教授 

（敬称略、50音順） 

アドバイザー 

検討過程の客観性・透明性の担保のために参画 

【開催実績】 

第１回  ： 平成23年11月11日(金) 17:00～19:00   第７回  ： 平成23年12月12日(月) 10:00～12:00       

第２回  ： 平成23年11月14日(月)   9:00～11:00   平成23年12月末 予算編成過程で改定率セット 

第３回  ： 平成23年11月17日(木) 10:00～12:00   第８回  ： 平成24年  1月13日(金) 15:00～17:00     

第４回  ： 平成23年11月22日(火) 10:00～12:00   第９回  ： 平成24年  1月31日(火) 10:00～12:00  

第５回  ： 平成23年12月  5日(月) 10:00～12:00   平成24年  1月31日 改定の概要とりまとめ 

第６回  ： 平成23年12月  6日(火) 17:00～19:00  

 

＊ 第２・３回は関係団体ヒアリングを実施 

別紙 

厚
生
労
働
省 

※公開の場で検討 
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○ 基金事業として行われてきた福祉・介護職員の 

 処遇改善に向けた取組について、福祉・介護職員 

 の賃金月額１．５万円相当分の引上げ経費として、 

 新たに処遇改善加算（仮称）を創設し、引き続き 

 処遇改善が図られる水準を担保。 

  

＊ 交付金の申請率が低いこと等を踏まえ、加算 

 要件を緩和した一定額の加算（福祉・介護職員の 

 賃金月額０．５万円相当分）を併せて創設。（処遇 

 改善加算（仮称）が算定できない場合に算定） 

  

○ 改定率の決定に当たっての考え方を踏まえ、 

 前回改定以降の物価の下落傾向を反映させ、原 

 則として一律に（▲０．８％）基本報酬を見直し。 

 

○ 地域で暮らす障害児・者やその家族が地域社 

 会で安心して暮らすことができるよう、夜間支援 

 の強化や家族のレスパイトのためのサービスの 

 拡充等 

  

○ 障害者自立支援法・児童福祉法の一部改正法 

 の平成２４年４月からの円滑な施行のため、相談 

 支援や障害児支援について適切な報酬設定 

  

○ 前回改定の効果の検証、定員規模に応じた経 

 営実態等を踏まえた効率化・重点化 

 

 

障害児・者の地域移行・ 

地域生活の支援と経営実態等
を踏まえた効率化・重点化 

 

福祉・介護職員の処遇改善の
確保と物価の動向等の反映 

平成２４年度障害福祉サービス等の報酬改定の基本的考え方 
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 介護報酬改定の考え方と整合を取り、平成24年度障害福祉サービス等報酬改定は、福祉・介護 
職員の処遇改善の確保、物価の下落傾向等を踏まえ、改定率＋２．０％とする。 
 改定に当たっては、経営実態等も踏まえた効率化・重点化を進めつつ、障害者の地域移行や地域 
生活の支援を推進する方向で対応する。 
  
 

平成 
２１年度 

平成 
２２年度 

平成 
２３年度 

（年度途中） 

平成２１年度 
～２３年度 

累積 

賃金 ▲１．５％ ０．２％ ▲０．４％ ▲１．７％ 

物価 ▲１．７％ ▲０．４％ ▲０．１％ ▲２．２％ 

【参考】 

厚生労働大臣・財務大臣合意（平成23年12月21日）【抄】 

賃金・物価の動向 障害福祉サービス等の収支差率 

平成23年 平成20年 

収支差率 収支差率 

 全体 9.7% 6.1% 

 新体系 12.2% 5.4% 

 旧体系 7.6% 7.0% 

 障害児施設等 5.0% -4.2% 
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共通事項 

平成２４年度障害福祉サービス等の報酬改定のポイント 

○ 基金事業として行われてきた福祉・介護職員の処遇改善に向けた取組について、福祉・介護職員の賃金月 

 額１．５万円相当分の引上げ経費として、新たに処遇改善加算（仮称）を創設。 

 
 ＊ 交付金の申請率が低いこと等を踏まえ、加算要件を緩和した一定額の加算（福祉・介護職員の賃金月額 

  ０．５万円相当分）を併せて創設。（処遇改善加算（仮称）が算定できない場合に算定） 

  

 

 

   

          

○ 前回改定以降の物価の下落傾向を反映させ、原則として一律に（▲０．８％）基本報酬を見直し。 

 

   

          

○ 介護職員等によるたんの吸引等を評価。 

 ・ 各サービスにおける看護職員の配置の有無や重度者に対する支援の評価の仕組みの状況等を踏まえ、今回の措置の対 

  象となる者への支援を評価。  

○ 基金事業として行われてきた通所サービス等の送迎に係る支援を評価。 

 ・ 障害者自立支援対策臨時特例交付金相当分を障害福祉サービス報酬の中で対応することとし、新たに送迎加算を創設。 
     送迎加算【新設】［生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援Ａ型・Ｂ型の場合］ → ２７単位／回 

○ 国家公務員の地域手当の地域区分（７区分）に倣って地域区分を見直し。 

 （平成２４～２６年度にかけて毎年度きめ細かく調整し、２７年度から完全施行。） 

○ 食事提供体制加算の適用期限を３年間延長。 

※ 単位数の記載は例示。 

※ 新設の加算は仮称。 
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○ 計画相談支援・障害児相談支援は、現行のサービス利用計画作成費の基本報酬を踏まえて基本報酬を設 

 定しつつ、特定事業所加算分を組み入れて報酬単位を引上げ。 
     サービス利用支援【新設】    → １，６００単位／月 

     継続サービス利用支援【新設】 → １，３００単位／月 

１．相談支援 

○ 地域移行支援・地域定着支援は、毎月定額で算定する報酬を設定しつつ、特に支援を実施した場合等を加 

 算で評価。 
     （地域移行支援）地域移行支援サービス費【新設】 → ２，３００単位／月 

                退院・退所月加算【新設】 → ２，７００単位／月 

                集中支援加算【新設】 → ５００単位／月 

                障害福祉サービス事業の体験利用加算【新設】 → ３００単位／日 

                体験宿泊加算（Ⅰ）【新設】 → ３００単位／日（一人暮らしに向けた体験宿泊を行った場合） 

                体験宿泊加算（Ⅱ）【新設】 → ７００単位／日（夜間支援を行う者を配置等して一人暮らしに向けた体験宿泊を行った場合） 

 

     （地域定着支援）地域定着支援サービス費【新設】［体制確保分］   → ３００単位／月 

                                    ［緊急時支援分］   → ７００単位／日      

個別サービスの主な改定事項 ※ 単位数の記載は例示。 

※ 新設の加算は仮称。 

２．訪問系サービス 

○ 介護職員等によるたんの吸引等を評価。 
 ・ 居宅介護等における特定事業所加算の算定要件に、たんの吸引等を必要とする者を追加。 

 ・ 特定事業所加算（Ⅰ）を算定しない事業所において、介護職員等がたんの吸引等を実施した場合の支援体制を評価。 

    喀痰吸引等支援体制加算【新設】 → １００単位（利用者１人１日当たり） 
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○ 生活介護の人員配置体制加算を適正化。（３年間で段階的に施行） 
  （前回改定後の生活介護の利用者一人当たり費用額は、「報酬改定前の水準を下回らない」程度とした改定趣旨からすると著しい伸びとなって 

  いることを踏まえ、旧体型サービスの新体系サービスへの移行後の安定的な経営にも配慮しつつ、人員配置体制加算の加算単位を見直す。） 

     人員配置体制加算（Ⅰ）（平成２４年度）     

       利用定員が２１人以上６０人以下   ２６５単位／日 → ２３９単位／日 
       利用定員が６１人以上           ２４６単位／日 → ２２１単位／日 
       ※ 利用定員２０人以下の小規模事業所については、見直しの対象としない。                                             
○ 生活介護の大規模事業所の基本報酬を適正化。 
     定員８１人以上の大規模事業所は、基本報酬の１０００分の９９１を算定する。 

     ※ 複数の単位で運営されており、かつ、生活支援員等の勤務体制が当該単位ごとに明確に区分されている場合にあっては、当該単位ごと 

      の定員が８１人以上のものに限る。 

 

 

３．生活介護・施設入所支援・短期入所 

○ 施設入所支援の夜間支援体制等の評価を充実。 
     利用定員が４１人以上６０人以下   ３０単位／日 → ４１単位／日 

 

 

○ 短期入所の評価を充実（単独型・医療型の評価を充実、空床確保・緊急時受入れを評価）。 
     単独型加算の見直し   １３０単位／日 → ３２０単位／日 

     特別重度支援加算（Ⅰ）【新設】 → ３８８単位／日（超重症児・者又は準超重症児・者に必要な措置を講じた場合に算定。） 

     特別重度支援加算（Ⅱ）【新設】 → １２０単位／日（超重症児・者又は準超重症児・者以外の医療ニーズの高い障害児・者に必要な措置を講じた場合に算定。）  

     緊急短期入所体制確保加算【新設】 → ４０単位／日 

     緊急短期入所受入加算【新設】 → ［福祉型短期入所サービスの場合］ ６０単位／日 

                            ［医療型短期入所サービスの場合］ ９０単位／日           

 

 

○ 生活介護のサービス利用時間に応じた基本報酬の設定。 
     延長支援加算【新設】 → ［１時間未満の場合］ ６１単位／日 

                      ［１時間以上の場合］ ９２単位／日 

     開所時間減算【新設】 開所時間が４時間未満の場合、所定単位数の２０％を減算。 

生活介護 

施設入所支援 

短期入所 
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４．共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム）・自立訓練 

○ グループホーム・ケアホームの夜間支援体制等や通勤者の生活支援を評価。 
     夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅱ）【新設】 → １０単位／日（グループホーム） 

     夜間支援体制加算（Ⅱ）【新設】 → １０単位／日（ケアホーム） 

     重度障害者支援加算   ２６単位／日 → ４５単位／日（ケアホーム） 

     通勤者生活支援加算の算定対象に追加（グループホーム・ケアホーム）     

 

           ○ 事業所の規模に応じてケアホームの評価を適正化。 
     一体的な運営が行われている共同生活住居の入居定員の合計数が２１人以上の場合には、所定単位数に９５／１００を乗じた単位数で算定。 

     ※ 一体的な運営が行われている共同生活住居とは、同一敷地内（近接地を含む。）であって、かつ、世話人・生活支援員の勤務体制が明確 

      に区分されていないものをいう。 

○ 自立訓練（生活訓練）の看護職員の配置を評価。 
     看護職員配置加算（Ⅰ）【新設】 → １８単位／日（生活訓練の場合） 

     看護職員配置加算（Ⅱ）【新設】 → １３単位／日（宿泊型自立訓練の場合） 

○ 宿泊型自立訓練の長期間の支援が必要な者を３年間一定で評価。 

      

共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム） 

自立訓練（生活訓練） 

○ 宿泊型自立訓練の夜間支援体制や通勤者の生活支援を評価。 
     夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅰ）【新設】 → １２単位／日（防災体制が適切に確保されている場合） 

     夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅱ）【新設】 → １０単位／日（緊急時の連絡体制・支援体制が確保されている場合） 

     通勤者生活支援加算の算定要件の見直し 

      通常の事業所に雇用されている利用者の割合が［現行］ １００分の７０以上 → ［見直し後］ １００分の５０以上            
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５．就労系サービス 

○ 就労移行支援の職場実習等を評価。 
     移行準備支援体制加算（Ⅰ）【新設】 → ４１単位／日 

 

 
○ 就労移行支援の一般就労への定着支援の強化。 
     一般就労への定着支援に効果を上げている事業所を評価するため、基本報酬と就労移行支援体制加算の配分の見直しを行う。 

     就労移行支援体制加算の見直し ［就労定着実績 ４５％以上の場合］ １８９単位／日 → ２０９単位／日          

 

 

 

 

○ 就労継続支援Ａ型・Ｂ型の重度者支援体制加算について、より重度の者を対象とするインセンティブが働くよ 

 うに、現行の５０％の算定要件を緩和した区分を新設。 
  ［利用定員が２０人以下の場合］ 障害基礎年金１級受給者が５０％以上      ５６単位／日 → ５６単位／日 

                        障害基礎年金１級受給者が２５％以上５０％未満【新設】 → ２８単位／日 

  ※ 旧法施設からの移行事業所（経過措置） 障害基礎年金１級受給者５％以上２５％未満【新設】 → １４単位／日（平成２７年３月３１日まで） 

                           （平成２４年３月３１日までは、障害基礎年金１級受給者が５％以上の場合、５６単位／日とされている。）     

○ 就労継続支援Ｂ型の目標工賃達成加算を拡充。 
     目標工賃達成加算（Ⅰ）   ２６単位／日 → ４９単位／日 

 

 

○ 一般就労への移行実績がない就労移行支援事業所の評価を適正化。（平成２４年１０月施行） 
     ［過去３年間の就労定着者数が０の場合］ 所定単位数の８５％を算定 

     ［過去４年間の就労定着者数が０の場合］ 所定単位数の７０％を算定         

 

 

 

 ○ 就労継続支援Ａ型の短時間利用者の状況を踏まえ評価を適正化。（平成２４年１０月施行） 
     ［短時間利用者が現員数の５０％以上８０％未満の場合］ 所定単位数の９０％を算定 

     ［短時間利用者が現員数の８０％以上の場合］         所定単位数の７５％を算定         

 

 

 

 

就労移行支援 

就労継続支援Ａ型 

就労継続支援Ｂ型 

就労継続支援Ａ型・Ｂ型（共通） 
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６．障害児支援（含：１８歳以上の障害児施設利用・入所者への対応） 

○ 新体系に円滑に移行できるように現行の水準を基本に報酬を設定しつつ、様々な障害を受け入れることが 

 できるように報酬上評価。 

 

 

 

○ 児童発達支援管理責任者は、別途専任で配置した場合に加算。 

 

 

 

 

 

 

○ サービス利用時間に応じて障害児通所支援の報酬を設定。 
     延長支援加算【新設】 → ［１時間未満の場合］ ６１単位 

                      ［１時間以上の場合］ ６１単位に２時間まで１時間を増すごとに＋３１単位 

     開所時間減算【新設】 開所時間が４時間未満の場合、所定単位数の２０％を減算。 

     ※ 放課後等デイサービスを授業の終了後に行う場合には、開所時間が４時間未満であっても、本減算の対象とはならない。                 

 

 

 

 

 

○ 放課後等デイサービスの学校から事業所への送迎を報酬上評価。  

 

 

 

 

○ 障害児入所支援の小規模グループケアによる療育や心理的ケアを報酬上評価。 
     小規模グループケア加算【新設】 → （１日につき） ２４０単位 

○ １８歳以上の障害児施設入所者が引き続き必要なサービスが受けられるように配慮。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 障害児施設・事業の一元化 イメージ 

   児童デイサービス 

重症心身障害児（者）通園事業（補助事業） 

障害児通所支援 
 

   ・児童発達支援 

   ・医療型児童発達支援 

   ・放課後等デイサービス 

   ・保育所等訪問支援 

 障害児入所支援 
 

    ・福祉型障害児入所施設 

    ・医療型障害児入所施設 

通
所
サ
ー
ビ
ス 

入
所
サ
ー
ビ
ス 

   知的障害児通園施設 

   難聴幼児通園施設 

   肢体不自由児通園施設（医） 

   知的障害児施設 

   第一種自閉症児施設（医） 

   第二種自閉症児施設 

   盲児施設 

   ろうあ児施設 

   肢体不自由児施設（医） 

   肢体不自由児療護施設 

   重症心身障害児施設（医） 

＜＜ 障害者自立支援法 ＞＞ 

＜＜ 児童福祉法 ＞＞ 

（医）とあるのは医療の提供を行っているもの 

＜＜ 児童福祉法 ＞＞ 

○  障害児支援の強化を図るため、現行の障害種別ごとに分かれた施設体系について、通所・入所の利用形態の別により一元化。 

【市町村】 【市町村】 

 【都道府県】 

 【都道府県】 
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